
シュルンベルジェ社と CO2EOR を通じた石炭ガス化+CCUS 事業化に向けた検討を開始します 

～J-POWER “BLUE MISSION 2050”が目指すカーボンニュートラルと水素社会の実現に向けて～ 

 

今般、当社は世界最大のオイルフィールドサービス会社であるシュルンベルジェ社と共同で、当社

の石炭ガス化および CO2 分離・回収技術と同社が持つ CO2EOR※1 技術を組み合わせ、海外において

水素製造と CCUS の一貫プロセス（CO2 回収～有効利用～貯留）を実現するプラント事業化に向け

た検討を開始しました。 

 

これは、当社が取り組んでいる J-POWER “BLUE MISSION 2050” (2021 年 2 月 26 日お知らせ済

み。以下、BM2050 とする) の目標である、カーボンニュートラルと水素社会の実現に向けたアクシ

ョンプランの一環としての取り組みです。 

 

 

シュルンベルジェ社は EOR 技術に関し豊富な経験を有しており、 過去世界中の多くのプロジェ

クトに⾼度で多様な技術サービスを提供しています。当社は世界中の堆積盆や貯留層の公開データ

をもとに、シュルンベルジェ社が開発したスマートデジタルシステムを用い、EOR 用途での潜在的

な CO2 需要調査を実施しました。ここに、当社がこれまで EAGLE プロジェクト（2002~2013）と

大崎クールジェンプロジェクト(2016~)を通じて長年にわたり技術開発してきた石炭ガス化による

水素製造、発電および CO2 分離・回収の技術を組み合わせることで、CO2 フリー水素の製造および

発電と CO2 を資源とした原油増産を同時に達成することが可能となります。 

石炭ガス化 CO2 フリー水素エネルギー事業 CO2 EOR 技術 

  



 

また、最終的な事業化に際しては油田所有者との共同検討が必須となることから、当社は本年 2 月

に開催された SPE※2 Virtual Work Shop に参加し、当社の持つ石炭ガス化技術を用いた CCUS 事業

に関する取り組みや、今後の CO2 フリー水素エネルギー事業の展望を紹介するなど、広く石油ガス

業界に当社の取り組みを紹介する活動も進めています。 

 

今後も当社は BM2050 で掲げたアクションプランに沿って、これまで培ってきた石炭ガス化およ

び CO2 分離・回収技術と、CCUS 技術を組み合わせた CO2 フリー水素を軸とした事業化に向けた取

り組みをグローバルに展開し、世界のエネルギーの安定供給と脱炭素化に貢献します。 

 

※1：EOR = Enhanced Oil Recovery の略。原油増進回収法。自噴しない油田から、通常のガス圧入法や水攻法で得ら

れるより⾼い置換効率を目的とした原油の採収法。CO2EOR とは炭酸ガス（CO2）圧入による EOR のこと。 

 

※2：SPE = Society of Petroleum Engineers の略。石油・ガス資源に関連する技術や知見、開発などに関する様々な

情報を共有するための国際的なコミュニティ。 
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シュルンベルジェ社とのCO2EORを通じた
石炭ガス化+CCUS事業化検討について
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これまでの取組み内容～CO2EOR需要調査～

1

➢ これまで、当社はシュルンベルジェ社と共に
世界中の堆積盆や貯留層の公開データをもと
に、シュルンベルジェ社が開発したスマートデジ
タルシステムを用い、EOR用途での潜在的な
CO2需要調査を実施。

↓

➢ いくつかの地点で結果をとりまとめ。

↓

➢ 調査結果を参考に、本事業構想の
候補地点について幅広く検討している。
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主な運転中のCO2貯留設備

2出典：GLOBAL STATUS OF CCS 2020 (GCCSI作成）

➢ 運転中CO2貯留設備の殆どがEOR用途

➢ 1972年から実用化、世界中で累積20件
以上の実績

↓

➢ CO2EORは、技術的、経済的にCO2貯留と
して、比較的実現性の高い解決策であり、
今後も有力な解決策の１つ

↓

➢ 引き続きCO2EORをCO2貯留方法として
想定し、検討を継続
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J-POWER カーボンニュートラル（CN）取組み方針

3

➢ 当社は化石燃料の利用継続には
CCUSが不可欠と認識

↓

➢ 当社には、石炭ガス化設備で
約20年、更にCO2分離回収
設備の開発、実証、運転でも
実績がある

↓

➢ 当社には、CCUS実現に必要な
知見と経験がある

J-POWER 中期経営計画（2021-2023年度）

➢ 当社コア技術：

ガス化炉～CO2分離回収設備

＋

➢ シュルンベルジェ社コア技術：

CO2EOR

↓

➢ 石炭ガス化＋CCUS（CO2EOR）
組合せの実現

↓

➢ J-POWER CN取組み方針に沿った、
新たな石炭クリーン利用オプションの
確立



対象事業領域（CO2フリー水素エネルギー）

水素発電

分離・回収

石炭
（バイオマス燃料混焼）

酸素吹石炭ガス化

CCUS/EOR
カーボンリサイクル

CO2フリー水素

EAGLE: Coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity

J-POWER

シュルンベルジェ

EAGLE
供給
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石炭ガス化炉（EAGLE炉）＋CO2EOR実現への取組

シュルンベルジェ

• 対象油田の地下層における

構造解析や静的、動的シミ

ュレーションモデルの作成

• CO2注入後の流動解析、

CO2モニタリング、増油量の

評価、などを担当

J-POWER

• 石炭ガス化、CO2分離回収設備、

必要に応じて揚運炭設備を含む

地上設備における技術検討

• 水素、電力オフテイカー調査

• 経済性評価とりまとめ、などを担当

➢ CO2EORの 具体化検討に際し、CO2EOR技術分野で豊富な経験を有し、世界
最大のオイルフィールドサービス会社であるシュルンベルジェ社と協同での取組みを
開始

➢ 当社とシュルンベルジェ社が持つ技術、知見を組み合わせることで、CO2フリー水素
の製造とCO2を活用した石油増産、併せてCO2貯留の実現が可能

↓

➢ 実現すれば、海外での事業機会拡大とカーボンニュートラルを同時に満足できる
取組みとなる



Global 
CO2EOR 

Candidate 
Search

FS

FEED
EPC

Pre-Study
・Select Candidate Oil Field
・Demand Size

・Conceptual Plant Design
・EOR Implement Design

CO2EOR Operation

Hydrogen / Electricity Delivery

CO2 Storage

➢ 現状、世界中の堆積盆や貯留層の公開データをもとに、いくつかの地点でシュルンベルジ
ェ社が開発したスマートデジタルシステムを用い、EOR用途での潜在的なCO2需要調査
を実施済

➢ CO2EOR候補地の中から、石炭調達、クリーン・エネルギー需要、立地環境、石炭許容
度などを考慮し、FS候補地点を幅広く検討中

➢ 当面の目標は、当社、シュルンベルジェ社、油田オーナー、オフテイカーなど、関連メンバ
ー参加のもとでのFS実施

➢ 新たな石炭クリーン利用オプションとして、早期に実現性を検証すべく対応。
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今後の取組み
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参考資料
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商号 Schlumberger Limited

本社所在地 ヒューストン、パリ、ロンドン、ハーグ

創立 1926年

売上高 236憶米ドル（2020年度）

代表者 Olivier Le Peuch (会長/CEO)

設立区分 公開会社（NYSE：SLB）

社員数 約86,000人 (2020年)

主要事業内容
地震探査、掘削、ワイヤーライン検層による石油井の調査、坑井テスト、セメンティング、油井刺激など、
石油井の調査・評価サービス、プロジェクト マネジメント

シュルンベルジェ社 会社概要

【基本情報】

➢ 世界最大のオイルフィールドサービス会社。世界中に約86,000人、
160ヶ国にわたる国籍を持つ社員が120ヶ国以上でビジネスを展開

➢ オイルフィールドサービスとは、地下にある石油・天然ガス資源の探査、埋
蔵量の解析や開発・生産に至る油ガス田ライフサイクルにおいて、様々な
サポートを提供するサービス

➢ シュルンベルジェは探鉱・開発・生産にいたるまでの総合的なオイルフィー
ルドサービスを提供

➢ 新設されたNew Energy部門がCCS、水素、地熱、地中熱、リチウム
等のエネルギー分野にも事業を展開

➢ 日本においてはシュルンベルジェ株式会社(SKK)を1985年に設立し、
油田探査用計測機器の開発や、地域・用途に合わせた機器を生産、
国内市場向けにはオイルフィールドサービスの他、デジタルやカーボンニュ
ートラルに向けた技術サービス事業も展開

【沿革】
1926年 創立
1927年 初の坑内電気検層をフランスで実施
1934年 Schlumberger Well Surveying

Corporationを米国ヒューストンに創設
1936年 日本初の電気検層を新潟県柏崎市で実施
1962年 ニューヨーク株式市場に上場
1985年 SKKテクノロジーセンターを神奈川県に設置
2016年 Cameron International社と合併
2017年 キャメロンジャパン社とシュルンベルジェ東京

事業所を現在の日本橋に移転・統合
2020年 New Energy部門を設立

株主 持分(％)

1 The Vanguard Group 8.2

2 BlackRock, Inc. 6.9

3 State Street Corporation 5.8

4 Dodge & Cox 5.5

【株主構成】
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石炭ガス化（EAGLE）炉の開発ステップ

プロセス開発ユニット
(0.5t/d / 1981～1985 / 勝田)

HYCOL（水素製造目的） パイロットプラント
(50t/d / 1991～1993 / 袖ヶ浦)

EAGLE（多目的） パイロットプラント
(150t/d / 2002～2013 / 若松)

OCG 実証試験プラント
(1,180t/d / 2016～ / 大崎)

◼ EAGLEから約8倍のスケールアップ
◼ 商用機の約1/3（166MW）規模
◼ IGCC, IGCC＋CO2回収, IGFC 

大崎クールジェン株式会社

設立：平成21年7月29日

出資：中国電力㈱50％

電源開発㈱50％

EAGLE炉の形式
噴流床/ドライフィード/酸素吹方式
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SPE Virtual Workshop概要

➢ SPE(Society of Petroleum Engineers)主催によるWorkshop

➢ 石油・ガス企業や政府、規制機関、R＆D機関など様々な分野から、世界的にCCUSおよびEOR技術
をリードする人々が集まり、技術やプロジェクト開発について講義やディスカッションを実施

➢ 当社は2021年2月24-25日開催のWorkshopにて発表（ホストはADNOC（アブダビ国営石油
会社） ）。

➢ 今回Workshop全体のテーマ

✓ CO2回収技術の進歩とイノベーション

✓ CO2 貯留：リザーバーの選択とモニタリング

✓ CCUSとCO2 EOR：プロジェクト開発、キードライバー、潜在的事業者

✓ CO2 EOR：地盤調査および井戸の開発と最終的な設計

✓ CO2 EOR：新しい材料の選択肢や井戸、設備の開発

✓ CCUSとCO2 EOR：既存のプロジェクトと新しいプロジェクト

9
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その他
当社カーボンニュートラルに向けた取組み
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豪州褐炭水素実証プロジェクト
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GENESIS松島

12
J-POWER 中期経営計画（2021-2023年度）より
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グンディ天然ガス田におけるCCSプロジェクト

13

➢ 尼国 中部ジャワ州 Gundih ガス田には約20％のCO₂が含有、製品化するためガス生産処理施設でCO₂を分離
回収しているが、回収したCO2（年30万トン）は大気放出されている。

➢ このCO₂をパイプライン輸送して地下圧入するもの。
➢ 2020年度、実証事業に向けたFSをMETI支援により実施済み。
➢ 2021年度、引き続き実証事業に向けたFS実施に向けて対応中。
➢ 日尼政府関係者から注目されている。



研究課題

シール性能評価 ・シミュレーション及び室内試験で、所
定の温度圧力条件でハイドレート生
成とそれに伴う浸透率低下を確認し
た。
・今後は、シミュレーション及び室内試
験で、貯留に必要なシール性能を得
るための各種条件を確認する予定。

貯留性能評価 ・シミュレーションにより、液体CO2の圧
入性能(injectivity)を確認した。
・今後は、シミュレーションにより貯留
容量（capacity）を最大化する圧
入坑井の配置を検討する予定。

ポテンシャル評価 ・日本周辺海域の温度圧力条件適
合エリアを抽出した。
→面積32.6万km2

(日本の国土面積の約８割)
・今後は、メタンハイドレートとの類似
性を考慮して地質適合場所を抽出す
る予定。

経済性評価 ・貯留サイトの海底水深は深いが、圧
入坑井の長さが短いため、貯留コスト
が比較的安価になる見通しを得た。
・今後は、圧入坑井の諸元・配置等
を設定してコスト試算を行う予定。

CO2ハイドレート貯留の特徴（帯水層貯留と比較して）

✓ キャップロックが不要（ただし、ハイドレートを生成する
ための温度圧力条件が必要）
→貯留適地が飛躍的に拡大する可能性がある。

✓ 貯留層が浅いため圧入坑井の長さが短い
→貯留コストを縮減できる可能性がある。

CO2ハイドレート貯留（技術開発）
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アジアCCUSネットワークサポーティングメンバーへの参加
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➢ 6月22日～23日に開催された第1回ネットワークフォーラムから本ネットワークが始動。
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ドイツ・グリーン水素検討協議会（AquaVentus）への加入
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➢ ドイツのグリーン水素検討協議会（以下、AquaVentus ）に加入。

➢ AquaVentus は2020年12月に26企業・自治体・研究機関等により設立されたコンソーシアム
で、現在は60以上の企業・団体が加入。

➢ また、AquaVentus の元で複数のプロジェクトが計画されており、最終的には 2035 年までに
1,000万kWの洋上風車を設置、水素配管でドイツ本土まで輸送することを目標としている。


